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パート１

データヘルス計画と
健康経営



医療ビックデータ時代の到来

• 医療機関のレセプト電算化率はほぼ100％時代。

• 医療レセプトの情報や、特定健診等の情報は、厚生労働
省のレセプト情報・特定健診等情報データベース（ＮＤ
Ｂ）にも蓄積されており、その数は、医療レセプトで約
110 億件（2009年４月～2016 年１月分）、特定健診等情
報で約1.7 億件（2008年度～2014年度実施分）となって
いる

• 介護レセプトの情報については、その個人の要介護認定
情報等とともに、厚生労働省の介護保険総合データベー
スに蓄積されており、その数は、介護レセプトで約5.2 
億件（2012年４月～2015 年10 月分）、要介護認定情報
で約４千万件（2009年４月～2016年５月分）に上ってい
る

• 今や我が国は世界でも最大級の健康・医療・介護のビッ
グデータを保有する国となっている。そしてこのビッグ
データをいかに連結させ、利活用するかが課題となって
いる。



2006年医療制度改革法から本格化
法的根拠 「高齢者医療の確保法」



レセプト・データベースの負の歴史
～まぼろしの「レインボープラン」(1983年）～

•わが国においてはレセプト・データベース構築の基
礎となるレセプトオンライン請求、レセプトデータ
ベース計画は長年の懸案だった

•その歴史は1983年に旧厚生省が策定した「レイン
ボープラン」にまでさかのぼる。この計画でレセプ
ト電算処理の方針を政府が打ち出す。

•しかしマスコミが「不当・不正請求の排除が目的で
ある」と書き立てたため、医師会の反発を招いて、
計画はとん挫する。これで20年は遅れた！



2015年5月
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健康経営
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健康経営とは？

•「健康経営」とは、米国の経営心理学者のロ
バート・ローゼンが提唱した概念で、企業の持
続的成長を図る観点から従業員の健康に配慮し
た経営手法のこと。

•従業員の健康が企業および社会に不可欠な資本
であることを認識し、従業員への健康情報の提
供や健康投資を促すしくみを構築することで、
生産性の低下を防ぎ、医療費を抑えて、企業の
収益性向上を目指す取り組みを指す。



パート２
日本健康会議からの報告







日本健康会議 2016年7月25日
東京・よみうり大手町ホール。

日本商工会議所会頭の三村明夫氏

塩崎厚生労働大臣
加藤一億総活躍大臣 横倉日本医師会長



日本健康会議趣旨

• 人口減少、少子高齢化が進
む日本において、今後は高
齢者の労働参加率を上げて
いかなければならず、その
ためには健康維持が欠かせ
ない。

• 企業は、従業員の健康管理
を経営的な視点で考えなけ
ればいけない。

• 健康経営は、医療の削減の
みならず、生産性の向上や
従業員の能力発揮につなが
るもので、コストと捉えず
に経営戦略の一環として捉
えてもらいたい。日本商工会議所会頭の三村明夫氏
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達成要件を
KPIとした









宣言１好事例
よこはまウオーキングポイント

• 横浜市の高齢化率は２２．９％。２０２５年
までに高齢者は２３万人増えて、就業者数は
５万人減る。

• この状況をチャンスと捉え、新たな健康関連
サービスを創出したい。具体策が「よこはま
ウォーキングポイント」制度だ。

• 参加者に無料で配った歩数計を市内１０７４
か所に設けた専用リーダーにかざすと、歩数
に応じてポイントが得られ、商品券などが当
たる。リーダー設置店舗の集客や売り上げ増
加にもつながっている。

• 徳江雅彦氏…横浜市経済局特
区推進担当理事

https://yomidr.yomiuri.co.jp/?attachment_id=172662


万歩計と歩数計リーダー











宣言２好事例
石川県能美市糖尿病予防

• HbA1cが6.5以上の人を糖尿用管理
台帳に登録し、同患者を優先して
保健指導をしている。2008年、
HbA1cのワースト30人を訪問し、
実地調査を行った。

• その結果、数値が予想以上に悪く、
「放置してはいけない」と医師会
と連携した活動をすることになっ
た。

• 重症化予防事業として、治療中の
人にも市の保健師が訪問し、栄養
指導をできる仕組みを整えた。

• この結果、8年間の活動でHbA1c
の数値に問題のある人の割合が
減った。

• 市の保健活動に医師会も理解して
くれていて、個別症例ごとに相談
をしあえる仲になったという。

川本素子氏…石川県能美市健康推進課長



石川県能美市の糖尿病予防事例

ＨｂＡ１ｃワースト３０人のリストは、関係者が危機感を共有し、
医療と連携するきっかけとなった

能美市医師会の松田健志会長能美市健康福祉部健康推進課の
川本素子担当課長







保険者協議会とは？

高齢者医療確保法では、保険者と後期高齢者広域連合が都道府県ごとに
共同で「保険者協議会」を組織し、（１）特定健診・保健指導の実施等に
関する保険者間の連絡調整、（２）保険者に対する必要な助言又は援助、
（３）医療費などに関する情報の調査及び分析の業務を行うことが規定
されている。













宣言４好事例
健康経営 コニカミノルタ

• 2年連続健康銘柄

鈴田朗氏…コニカミノルタ
人事部健康管理グループリーダー

「健康銘柄」とは
経済産業省は、東京証券取引所と共同で、
従業員の健康管理を経営的な視点で考え、
戦略的に取り組んでいる企業を「健康経営銘柄」
として選定・公表。

https://yomidr.yomiuri.co.jp/?attachment_id=173031
https://yomidr.yomiuri.co.jp/?attachment_id=173031














矢内邦夫氏
全国健康保険協会（協会けんぽ）
東京支部長

協会けん
ぽは中小
企業の健
康宣言の
サポート
を行って
いる

https://yomidr.yomiuri.co.jp/?attachment_id=173093
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ワーキンググループ座長報告～「宣言」達成への取り組み～
後発医薬品推進ＷＧについて

ＷＧの構成員
稲垣 仁 国民健康保険中央会 保健事業部長

小澤 時男 全国健康保険協会 企画部長

片岡 昭彦 健康保険組合連合会 参与

鈴木 邦彦 日本医師会 常任理事

中島 利夫 埼玉県後期高齢者医療広域連合事務局次長兼

保険料課長

永田 泰造 日本薬剤師会 常務理事

橋田 淳一 檮原町 保健福祉支援センター長

平塚 知彦 柏市 市民生活部長

宮田 俊男 京都大学産官学連携本部 客員教授

武藤 正樹 国際医療福祉大学大学院 教授

オブザーバー

細川 修平 日本ジェネリック医薬品学会 事務局長

（五十音順、敬称略）

ＷＧの開催実績

第１回 平成28年１月
・本ＷＧの開催趣旨や現状の後発医薬品の普及
啓発に関する保険者の取組などを踏まえ議論

第２回 平成28年３月
・後発医薬品の使用割合が高い保険者と低い
保険者からヒアリング

第３回 平成28年４月
・アンケートの結果やヒアリング内容等も
踏まえ、要件定義について議論

【アンケート調査について】
「使用割合を高める取組」の要件を検討するため、保険者種別、規模、後発医薬品の使用割合等を勘案し、全体で
おおむね１００保険者を対象に調査を実施。
後発医薬品の使用促進に係る事業内容、後発医薬品の使用促進に係る取組の効果の検証などについて調査を行った。

【ヒアリングについて】
「使用割合を高める取組」の要件を検討するため、後発医薬品の使用割合が高い保険者、低い保険者からそれぞれ
２保険者ずつヒアリングを行い、後発医薬品の使用促進に関する具体的な取組や課題などについて聴取した。
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宣言８ワーキンググループ
ジェネリック医薬品
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品質確保・安定供給を国に求めつつ、すべての保険者が後発医薬品の利用勧奨など、使用割合
を
高める取り組みを行う。

【カウント対象、方法】
全保険者、保険者横串調査

【要件】
①自保険者の後発医薬品の数量シェア及び金額シェアを把握していること。
②レセプトデータを活用し、例えば性年齢階級別や疾患別など加入者の類型化を行い、その属性ごと
の後発医薬品の使用状況及び使用促進に係るボトルネックを把握し、事業の優先順位づけをしなが
ら、事業目標を立て、事業を実施し、効果検証を行っていること。
その際、差額通知の取組を実施し、通知前後で後発医薬品への切り替えが行われているかの確認に
より通知の効果を把握し、その結果を踏まえ、通知の対象者や発出頻度について検証を行うこと。
③差額通知の発出に当たっては、後発医薬品に切り替えた場合の自己負担軽減額に加えて、加入者の
後発医薬品の使用促進に向けた付加的な情報を付けていること。
④必ずしも差額通知に示されている額が実際に窓口で軽減されるとは限らないことを様式に記載する
等、加入者の誤解を招かないよう配慮すること。
⑤上記と併せて、後発医薬品の使用促進の取組の実施に当たって、保険者協議会等の活用も含め、医
療関係者（医師会や薬剤師会等）との連携を行っていること。
※①②はＡＮＤ要件、③～⑤は努力目標。

【調査項目】
後発医薬品の使用割合、事業内容、差額通知の内容

達成要件と調査の概要
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2016年から2017年にかけて
達成保険者数が大きく向上！





2020年まで毎年、宣言ごとの保険者全数調査を行い、
結果を公表していく！

詳細はポータルサイトをご覧ください。
http://kenkokaigi.jp/



まとめと提言

・第２期のデータヘルス計画が始まった

・日本健康会議は民間主導の健康寿命延伸と国民皆保険
維持のための国民運動

・その喫緊の課題は糖尿病重症化予防と健康経営

・2020年まで続く日本健康会議の成果に注目しよう

・



医療と介護のクロスロード
to 2025

•2月20日緊急出版！
• 2018年同時改定の「十字
路」から2025年へと続く
「道」を示す！

•医学通信社から

2018年2月出版予定

本体価格 1,500円＋税



「ジェネリック医薬品の
新たなロードマップ」

•武藤正樹
• なぜ後発医薬品の使用が推進さ
れ，いかに普及が図られている
か？

• なぜ医師や薬剤師は不信を抱き，
いかにその不信を払拭するか？

• 2020年、ジェネリック医薬品
80％時代へナビゲートする！

• 2016年7月1日に

医学通信社より発刊（1200
円）



応援しています
メデイカルケア
ステーション



ご清聴ありがとう
ございました

本日の講演資料は武藤正樹のウェブサイトに公開し
ております。ご覧ください。

武藤正樹 検索 クリック

ご質問お問い合わせは以下のメールアドレスで
mutoma@iuhw.ac.jp

国際医療福祉大学クリニックhttp://www.iuhw.ac.jp/clinic/
で月・木外来をしております。患者さんをご紹介ください

フェースブッ
クで「お友達
募集」をして
います

mailto:mutoma@iuhw.ac.jp
http://www.iuhw.ac.jp/clinic/

